知的・発達連合会（心智連合会）定款

2012年6月26日、知的・発達連合会第1回理事会（2012）において定款の制定を可決し、2013年3月1日、知的・発達連合会第2回理事会（2013）において定款の変更を可決した。この定款は、可決した日から施行する。

知的・発達障害者奉仕創新連合会定款

第1章 総則
第1条　知的・発達障害者奉仕創新連合会/China Intellectual and Developmental Disabilities Network（略称：知的・発達連合会/CIDDN）は、中国国内において知的・発達障害者の福祉事業に従事する団体と父母の会が自主的に結成した非営利性のネットワークである。

第2条　知的・発達連合会は、知的・発達連合会が定めた8項目の共通認識を基礎として、全国的な福祉事業の共同体を形成し、知的・発達障害者の福祉事業における理念、技術、管理の全面的な革新を共に推進することを目的とする。

第2章 知的・発達連合会の会員団体

第1節 会員団体の分類及び条件

第3条　知的・発達連合会の構成団体には、知的・発達連合会の会員団体、（省）理事会及び地域の執行理事会が含まれる。

第4条　本会に会員として入会しようとする者は、必ず次の各項を満たさなければならない。

（1）中国政府が批准した国連の「障害者の権利に関する条約」を遵守し、全ての知的・発達障害者及びその家族会員を尊重すること。

（2）憲法、法律、法規及び国の政策を遵守し、社会の道徳や通念を遵守すること。

（3）知的・発達連合会の定款を遵守し、知的・発達連合会の利益を守ること。

（4）如何なる理由によっても、心身に障害のある者を差別又は虐待し、傷害を加えないこと。

（5）中傷や不当競争等により、他の会員団体及びその職員を故意に傷つけないこと。

（6）知的・発達障害者の福祉事業における倫理規範を厳守し、会員団体間においては相互に尊重し、資源を共有し、事業の健全かつ秩序的な成長を推進すること。

第5条　本会の会員が本定款第4条の規定に反した場合、執行理事会の決議により、退会させることとする。

第2節 会員団体

第6条　知的・発達連合会に入会を申請し、会員団体となった場合は、届け出を行わなければならない。知的・発達障害者福祉に従事する団体と父母の会は、地域の執行理事会、理事会又は知的・発達連合会の事務局に書面による入会届を提出し、事務局が登録した後、知的・発達連合会の会員団体となることができる。特別な事情があり、執行理事会が承諾した場合には、登録手続きが完了していない団体も会員団体となることができる。

第7条　知的・発達連合会の会員団体は、次の各項の権利を有する。

（1）知的・発達連合会の活動に参加する。

（2）自主的に入会し、任意に退会する。

（3）知的・発達連合会の業務に対して、評価と提言及び監督を行う。

（4）所在地の省の理事会に対して、選挙権、被選挙権、罷免権を行使する。

第8条　知的・発達連合会の会員団体は、次の各項の義務を負う。

（1）第2条に定める知的・発達連合会の目的に同意する。

（2）第4条に定める知的・発達連合会の会員条件を遵守する。

（3）毎年1回以上、所在地の省及び地域の組織が行う各種活動に参加する。

第9条　知的・発達連合会からの退会を申請し、会員団体ではなくなった場合、届け出を行わなければならない。会員団体が地域の執行理事会又は知的・発達連合会の事務局に書面による退会届を提出した場合、退会の登録が完了した後、知的・発達連合会を退会したこととする。

第3節 （省）理事会

第10条　知的・発達連合会の（省）理事会は、会員団体による選挙によって選任される。理事会は、正式に登録された日から2年以上が経過していなければならない。また、所在地の省の知的・発達連合会のため、自主的に調整作業を担わなければならない。

事業連合又はその他の関連形態の事業団体である場合には、毎年、一つの団体に限り理事会を増設することができる。同じ省の理事会の選挙において、事業連合又はその他の関連形態の事業団体は、2年連続で当選することはできない。

第11条　知的・発達連合会の（省）理事会は、会員団体としての権利を有する以外に、更に次の権利を有する。

（1）所在地の省内における会員の入会届を受理する。

（2）当地域の執行理事会に対して、選挙権、被選挙権及び罷免権を行使する。

（3）所在地の省理事会の民主的な協議を経て、所在地の省の代表として、理事総会に出席すると共に、審議事項に対して、議決権を行使する。

第12条　知的・発達連合会の（省）理事会は、会員団体としての義務を負う以外に、更に次の義務を負う。

（1）毎年1回以上、所在地の省において会員団体を組織し、活動を実施する。

（2）地域の執行理事会を支援し、毎年1回以上、所在地の地域において会員活動を組織する。

第4節 地域の執行理事会

第13条　知的・発達連合会の地域の執行理事会は、（省）理事会での選挙により選任される。地域の執行理事会は、正式に登録された日から4年以上が経過していなければならない。また、所在地の区域における知的・発達連合会の活動のため、自主的に調整作業を担わなければならない。

事業連合又はその他の関連形態の同時期の執行理事会の選挙において、事業連合又はその他の関連形態の事業団体が2団体連続で当選してはならない。

第14条　知的・発達連合会の地域の執行理事会は、会員団体としての権利を有する以外に、更に次の権利を有する。

（1）所在地の地域内における会員の入会届を受理する。

（2）地域における本会の管理制度を民主的に策定及び改正し、会費に関する基準を合理的に定め、会費を使用及び支出し、所在地の地域内にある全ての本会の会員団体を組織し、活動を実施する。

（3）理事総会に出席し、審議事項に対して、議決権を行使する。

（4）執行理事会議に出席し、審議事項に対して、議決権を行使する。

第15条　知的・発達連合会の地域の執行理事会は、会員団体としての義務を負う以外に、更に次の義務を負う。

（1）毎年1回以上、所在地の地域における会員団体を組織し、活動を実施する。

（2）各省において毎年1回以上、地域内における各省の組織の活動に参加する。

（3）毎年9回以上、執行理事会の月例会議に出席する。

第16条　地域の執行理事会の任期は2年とし、最長2期の再任を認める。

第3章 本会の組織体制及び責任者の選任と罷免

第1節 知的・発達連合会の理事総会

第17条　知的・発達連合会の最高意思決定機関は知的・発達連合会理事総会であり、理事総会は、次の各項の責を負う。

（1）知的・発達連合会の定款の策定と改正を行う。

（2）執行理事会と事務局の業務報告書を審議する。

（3）知的・発達連合会の解散に関する事項を決定する。

（4）知的・発達連合会に係るその他の重大事項を決定する。

第18条　各省理事会から知的・発達連合会の理事総会に出席することができる代表者は最大2名とし、理事総会の審議事項は、出席者の過半数をもって決議する。

代表者が都合により会議に出席できない場合、所在地の省の会員団体に会議の出席を委任することができるが、委任を受けた団体が行った決議に対して、責を負わなければならない。

第2節 執行理事会

第19条　執行理事会は、7地域の執行理事会によって構成される。執行理事会は、知的・発達連合会の理事総会の執行機関であり、理事総会の閉会期間中、事務局が行う日常業務と地域の本会に関する業務を指導し、理事総会に対して責を負う。

第20条　執行理事会は次の業務を行う。

（1）理事総会の招集準備を行う。

（2）理事総会の決議を実行する。

（3）理事長の選挙と罷免を行うと共に、事務局長と監査役を任免する。

（4）理事総会に対して、執行理事会の業務、地域における本会の業務及び財務状況を報告する。

（5）知的・発達連合会事務局による執行理事会の決議の実行を指導する。

第21条　執行理事会は、毎月1回以上電話会議を招集し、毎年2回以上対面会議を招集する。緊急の場合、地域の執行理事又は理事長の過半数以上から招集の請求があった場合は、臨時会議を招集することができる。

執行理事会は、都合により会議に出席できない場合、必ず事前に所在地域内の（省）理事会に会議の出席を委任すると共に、委任を受けた理事会が行った決議に対して、責を負わなければならない。
第3節 理事長、事務局長、監査役

第22条　知的・発達連合会の理事長、事務局長、監査役は、必ず次の条件を備えていなければならない。

（1）知的・発達障害者の福祉事業を熟知し、福祉事業において4年以上の実務経験がある。

（2）身体が健康であり、知的・発達連合会の業務を担うことができる。

（3）政治的権利を剥奪される刑事罰を科せられたことがない。

（4）完全な行為能力を備えている。

（5）知的・発達連合会の事務局長及び監査役は独立性を保持し、知的・発達連合会のその他の役職を兼任してはならない。また、知的・発達連合会の主な職員と親族関係があってはならない。

第23条　知的・発達連合会の理事長は、次の職権を行使する。

（1）理事総会及び執行理事会の決議の実行状況を検査する。

（2）知的・発達連合会の代表として国内外の関連活動に出席し、重要な文書に署名する。

（3）緊急の場合、臨時執行理事会の招集を請求する。

第24条　知的・発達連合会の事務局長は、次の職権を行使する。

（1）執行理事会から引き継いだ業務を完了する。

（2）会員が直接提出又は執行理事会及び理事会を介して提出した入会届の情報を受理し、記録すると共に、会員証（電子版）及び会員番号を発行する。

（3）執行理事会の会議に出席し、事務局の業務を報告する。

（4）知的・発達連合会の資金調達、Webサイトの構築、外部との連絡、理事総会と執行理事会の会議の準備及びその他の知的・発達連合会の日常業務を担当する。

知的・発達連合会の事務局は、事務局長の指導の下、以上の業務の具体的な実行に対して責を負わなければならない。

第25条　知的・発達連合会の監査役は、次の職権を行使する。

（1）理事総会と執行理事会の会議の議長を務める。

（2）定款及び発起会により確立された構造に関する原則に基づき、原則に適合しない動議を否決する。

第4章 本会の活動範囲

第26条　知的・発達連合会の活動範囲は、次のとおりとする。

（1）Webサイトを開設し、障害者福祉事業の情報を収集する。

（2）知的・発達連合会の理事総会を招集する。

（3）地域において会員の要望に応じた活動を自主的に展開する。

（4）教育訓練を行う。
（5）国内外の同様の機関との交流を図る。

（6）その他、知的・発達連合会の定款と本会会員の要望に則った活動を実施する。

第5章 資産の管理と使用に関する原則

第27条　知的・発達連合会の経費の出所は、次のとおりとする。

（1）会費

（2）寄付

（3）基金からの資金援助

（4）政府からの資金援助
（5）許可された業務の範囲内で実施する活動や業務による収入

（6）利子

（7）その他の合法的収入

知的・発達連合会に係る全ての経費は、必ず本定款に定める活動範囲と本会の発展のために使用し、本会の会員間で分配してはならない。

第28条　知的・発達連合会の事務局は、厳格な財務管理制度を構築し、会計資料の適法性、真実性、正確性、完全性を保証しなければならない。

地域の執行理事会は、厳格な財務管理制度を構築し、会計資料の適法性、真実性、正確性、完全性を保証しなければならない。

第6章 知的・発達連合会の知的財産権

第29条　知的・発達連合会のロゴマークは、赤色のハート型の周囲に黄色を配した図案であり、左半分はゆっくりと飛び立つイメージを示し、右半分は手の形を表現している。知的・発達連合会のスローガンは、「みんなでゆっくりと飛び立とう」である。これらの知的財産権は知的・発達連合会の所有に帰属し、書面による許可を得ることなく、無断で使用してはならない。

第30条　知的・発達連合会のWebサイトの投稿者は、必ず著作者本人であるか、又は著作者本人と正式に使用権に関する契約を締結した者でなければならない。転載や翻訳については、必ず出所を明示しなければならない。知的・発達連合会は、全ての投稿及びアップロードされた原稿に対して、知的財産権に関する法的責任を負わないものとする。

第31条　知的・発達連合会が使用する画像や写真について、投稿者は、必ず著作者本人であるか、又は著作者本人と正式に使用権に関する契約を締結した者でなければならない。知的・発達連合会は、肖像権に関する法的責任を負わないものとする。

第7章 附則

第32条　本定款の解釈権は、知的・発達連合会執行理事会に帰属する。

第33条　本定款は、可決された日より施行する。

